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Abstract 
Abstract 
The aim of the present study was to examine staff education on end-of-life care at geriatric health service 
facilities. We searched articles that published with Igaku Chuo Zasshi database from 2000 to 2015. Key words 
included “geriatric health service facilities,” “end-of-life care” and “education.” A total of 17 original articles were 
reviewed. As a result, most studies were field surveys. The role of staff was investigated by six literatures. The 
educational system of geriatric health service facilities depended on each facility’s policies and setting. Care 
for dementia was the most important for end-of-life care education. Chief nurses assumed central roles in the 
education on end-of-life care in each facility. We suggested that further studies are required on education in 
dementia care within end-of-life care. In addition, we should evaluate education on end-of-life care objectively. 
 
 
Ⅰ．はじめに 
わが国は、高齢化の進展による死亡者数の増加
や、世帯構造の変化による家族介護力の低下など
により、介護保険施設での看取りが推進されてい
る。介護保険施設のひとつである介護老人保健施
設（以下、老健）は、介護を必要とする高齢者の在
宅復帰や自立を支援する施設として設置され、医
療・介護・リハビリテーション等を提供する多職種
の配置を特徴とする。老健の新たな役割として、
2009 年に介護保険制度が改定され、ターミナルケ
ア加算が創設された。全国老人保健施設協会は、老
健における看取りのガイドラインを2012年に策定
し、終末期にふさわしい最善の医療、看護、介護、
リハビリテーション等を行うと明記している。看
取りを実践している老健は、2004 年の 33.2％から
2010 年は 48.3％まで増加している（1）。また、全国
老人保健施設協会の調査によると、老健での看取
りを経験した家族は 67.2％が「悔いのない看取り
だった」と感じていた（2）。今後も老健に対する看
取りの需要は高まり続けるであろう。 
老健での看取りが推進される一方で、看護職と
介護職は老健での看取りにやりがいや自信が持て
ないことが明らかになっている（3）。看取りに消極
的な介護職は、自分自身が看取りに関する教育を
受けていないことを理由に挙げていた（4）。内田（5）
は、現代社会は自宅死が減少したため看取りの経
験が少なくなったこと、高齢者の看取りの場が病
院から介護施設に移動すること、介護福祉士が高
齢者の看取りを期待されていることを挙げ、介護
福祉士の教育の必要性を述べている。また、中田ら
（6）は、理学療法士にとって、終末期のリハビリテ
ーションは自己満足ではないかという不安や明ら
かな効果を認識できないために心理的負担が増大
することを明らかにし、終末期リハビリテーショ
ンのエビデンスの構築や終末期に関する事前教育、
および終末期医療に特化した現場のシステムの構
築の必要性を述べている。さらに、織井（7）の調査
によると 95％の看護職が終末期ケア教育の必要性
を感じており、多職種が関わる老健での看取りは、
教育背景の異なる職種が協働するための現任教育
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の必要性を示唆している。 
そこで本研究は、老健における看取りの教育に
関する、国内で報告された文献を検討し、現状と課
題を明らかにすることを目的とした。 
 
Ⅱ.用語の定義 
 本研究における看取りの教育とは、介護老人保健
施設の現任職員に対する、看取りに関する知識や技
術の意図的な伝達行為とした。 
 
Ⅲ．研究方法 
1．文献の収集方法 
医学中央雑誌 Web 版を用いて、2016 年 1 月に文
献検索を行なった。対象は 2000 年の介護保険施行
以降とした。「介護老人保健施設」、「看取り」、「教
育」の 3 つのキーワードを用いて AND 検察を行な
い、「原著」で絞り込んだ結果 28 件が該当した。
先行研究において、「看取り」は「ターミナルケア」
「終末期ケア」「end-of-life care」と同義で用い
られているため、それぞれのキーワードでも検索
を行ない、延べ 75 件が該当した。 
2．文献の抽出方法（図 1） 
該当した 75 件から重複する文献を除き 31 件と
なった。31 件の中には、文献検討、グループホー
ムを対象とする文献など 6 件が含まれていたため
除外し、25 件を検討した。ユニットケアの評価、
在宅復帰のあり方を考える、尺度の信頼性・妥当
性の検証など研究目的が看取りの教育と関連しな
い文献が 5 件、研究データが示されていない文献
が 1 件、老健における看取りの記述が読み取れな
い文献が 2 件あった。それら 8 件を除外し、最終
的に 17 文献を分析対象とした。 
老健における看取りの教育に関する研究の動向
について把握するために、研究目的、対象、方法、
結果について整理した。その後、研究内容の類似性
に基づき文献を分類し、比較検討した。 
 
Ⅳ．結果 
1．介護老人保健施設における看取りの教育に関す
る文献の概要 
文献発行数の年次推移を表 1に示した。介護保険
制度の改定があった 2009 年は、3件の発行数であ
った。2009 年と 2010 年を除いた 10 年間は、毎年
1-2 件の発行数で推移していた。 
研究の種類別文献数を表 2 に示した。質的研究
は実態調査が 3 件、実践報告が 1 件であった。量
的研究は実態調査が 9 件、介護職を対象とした看
取りの経験の前後に起こった認識の変化を調査し
た研究が 1 件、勉強会前後の参加者の死生観や看
取りに対する認識などを比較した研究が 2 件であ
った。質的研究と量的研究を併用した 1 件は実践
報告であった。 
研究対象者の職種別文献数を表 3 に示した。複
数の職種を対象者とする研究があるため、職種の
合計数は文献数よりも多くなっている。「看護職」
は、11 件のうち 6件が看護管理者、リーダー、師
長などを対象としていた。「介護職」は、6件のう
ち 1 件がリーダーを対象としていた。職種が「不
明」の文献は、教育担当者、施設長、スタッフとい
った職位や役割を対象としていた。スタッフとし
n=6
n=8
文献検討、グループホーム
を対象とする文献など
ユニットケアの検討、尺度の
信頼性・妥当性の検証など
図1　文献の抽出方法
スクリーニング後
n=25
的確性の評価後
n=17
検索文献
n=75
重複文献除外後
n=31
発行年 文献数 （％）
2004 1 (5.9)
2005 1 (5.9)
2006 2 (11.8)
2007 2 (11.8)
2008 2 (11.8)
2009 3 (17.6)
2011 1 (5.9)
2012 1 (5.9)
2013 1 (5.9)
2014 2 (11.8)
2015 1 (5.9)
表1　文献発行数の年次推移　         　　　    n=17
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て示されていた職種は、看護職、介護職、栄養士、
相談員、リハビリテーション関連職（以下、リハ職）
などであり、複数の職種を含むという点で共通し
ていた。 
研究目的別の発行年および文献数を表 4 に示し
た。職員の役割を検討する文献は6件と最も多く、
かつ 12 年間にわたり発行されていた。看取りの現
状把握に関する文献は4件で2009年の介護保険改
定の前後 5 年間に集中していた。教育ニーズの把
握に関する文献は 3 件で 8 年間にわたり発行され
ていた。教育の効果測定、高齢者の意思決定、介護
職の看取り経験と意識はそれぞれ1-2件であった。 
2．研究内容の類似性による分類 
1）看取りに関する施設の体制（表 5） 
看取りの教育を進める基盤である施設の方針や
体制に関する調査として、Hirakawa ら（10）は、看
取りに対して積極的な方針を持つ施設は、看取り
に関する職員教育を行っていたことを明らかにし
た。その一方で、草葉（11）の調査によると、19％の
施設が外部研修に1年間まったく参加しておらず、
看取りを行うために必要な条件として「職員の死
に関する知識・看取りの経験」を挙げていた。平松
ら（12）の調査結果もまた、看護職・介護職の看取り
に関する研修を受ける機会が 3 割程度であり、加
えて、職員全体で終末期ケアのあり方について考
える機会を作っている施設は 2 割程度であった。
看取りの教育の機会は、施設の方針や体制によっ
て異なる現状が示された。 
本人や家族の看取りに関する意向の確認につい
て、Hirakawa ら（10）の調査によると、看取りに対
して積極的な方針を持つ施設は本人や家族に対し
て入所時に看取りについて説明していた。また、渡
辺ら（8）は、入所期間が 4.1 ヶ月以上の施設は本人
や家族の意向を確認していたことを明らかにして
いた。牛田ら（9）は、本人の意向よりも家族や医師
の意向が優先されている現状を明らかにし、意思
決定や権利擁護について教育の必要性を述べてい
た。施設での看取りに対する職員の認識として、奥
村ら（13）の調査結果は、看取りに賛成 30％、条件
付賛成40％、積極的に行いたくない40％であった。
岡ら（14）の調査によると、介護職の約 7割が施設で
の看取りを経験していた（11）。 
2）看取りの教育ニーズの把握（表 6） 
渡辺ら（15）は看護職を対象にして教育ニーズを調
査していた。また、平川ら（16、17）は施設長および教
育担当者を対象に調査をしていた。看護職、施設
長、教育担当者に共通して教育ニーズが高かった
項目は、認知症のケアであった。認知症状や周辺症
状への対応（15,17）、認知症の緩和・終末期ケア（16,17）、
認知症の家族ケア、認知症の経過と予後、認知症の
種類と原因（17）が挙げられていた。また、精神的側
面の援助に関する教育ニーズも高く、不安・不穏・
　　研究の種類 文献数 （％） 　　職種 文献数 （％）
　　量的研究 12 (70.6) 　　看護職 11 (50.0)
　　質的研究 4 (23.5) 　　介護職 6 (27.3)
　　量的研究・質的研究の併用 1 (5.9) 　　不明 5 (22.7)
表2　研究の種類　　　　　　　 　　　　       　　　　　　    n=17 表3　研究対象者の職種　　     　　　    n=17
　　研究目的 発行年 文献数 （％）
　　職員の役割 　　　2004 - 2015 6 (35.3)
　　看取りの現状把握 　　　2007 - 2011 4 (23.5)
　　教育ニーズの把握 　　　2006 - 2013 3 (17.6)
　　教育の効果測定 　　　2009 2 (11.8)
　　高齢者の意思決定 　　　2006 1 (5.9)
　　介護職の看取り経験と意識 　　　2014 1 (5.9)
表4　研究目的別の発行年および文献数　　　　　　                                      　　　　    n=17
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抑うつ症状など精神的側面の援助（15）、死にゆく患
者の心理過程、入所者・家族とのコミュニケーショ
ン（16）、入所者本心への寄り添い・ケア、終末期の
コミュニケーション（17）が挙げられていた。 
看護職と教育担当者に共通して教育ニーズが高
い項目は、「高齢者の特性」に関するものであった。
高齢者の病態・疾患（15）、高齢者の緩和ケアの原則
と考え方（17）として挙げられていた。急変時の対応、
ケアプランやケアアセスメント方法も教育ニーズ
が高い項目として挙げられていた。 
看護職に教育ニーズが高い項目は、創傷・褥瘡ケ
ア、最近の医療福祉に関する情報、感染予防、介護
保険制度、ターミナルケアであった。施設長に教育
ニーズが高い項目は、終末期に関する法的制度、終
末期に関する国内外の現状、終末期に関する社会
的諸問題への対応、疼痛など症状コントロール、経
著者名
（発行年）
渡辺ら（8）
(2004)
牛田ら（9）
(2006)
Hirakawaら（10）
（2007a）
草場（11）
(2008)
平松ら（12）
(2011)
奥村ら（13）
(2013)
岡ら（14）
(2014)
老人保健施設の入
所期間・家庭復帰率
と看護の役割機能
入所期間と家庭復
帰率の異なる施設
の看護の役割機能
の違いを明らかにす
る
1000施設の看護管
理者を対象に、看護
の役割と看護実践
について質問紙調
査を実施した。
入所期間が4.1ヶ月以上の施設の看護管理者は、終
末期に対する入所者・家族の意向を確認している者
が有意に多かった。家庭復帰率が65％以上の施設
の看護管理者は、介護職員の指導・育成をしている
者が有意に多かった。
老人保健施設にお
ける看取り　希望の
生き方を支えるため
にできること
最期を支えるために
職員ができることは
何かを検討した
Y県下の介護保険
施設に勤務する看
護職が捉えた終末
期(end-of-life)にお
ける意思決定の現
状
高齢者の終末期に
おける意思決定に
ついて、看護職の視
点から明らかにする
看護師、准看護師
717名を対象に、終
末期のケアについて
質問紙調査を実施し
た。
終末期を過ごす場所についての意思決定は、家族が
63.1％、医師19.9％、本人は12.0％であった。高齢者
の終末期に関する意思決定と権利擁護の判断などに
関して介護保険施設の特殊性を考慮した教育計画が
必要である。
日本の高齢者医療
サービス施設におけ
る終末ケアの施設
長の認識（英語）
介護老人保健施設
の看取りの方針と現
状を明らかにする
2876名の施設長を
対象に、施設の方
針、医療処置、職員
教育について質問
紙調査を実施した。
看取りに対する方針が積極的な施設は、医師の配置
が多く、平均入所期間が長く、個室を有し、緊急時に
医師の往診があり、入所時に入所者と家族に対して
看取りについて話しており、看取りに関する職員教育
を行っていた。
2006介護老人福祉
施設（特養）・介護
老人保健施設（老
健）における看取り
の現状
看取り体制の実態を
調査し、今後の課題
と対策を見出す
表5　看取りに関する施設の体制　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　　　                       　　　　　　　　　　　　 　　　　　　n=7
論文タイトル 研究目的 対象と方法 結果のなかで看取りの教育に関する記述
152施設の看護管
理者を対象に、終末
期ケアの状況などに
ついて質問紙調査
を実施した。
外部研修に1年間まったく参加できていない施設が
19％あった。看取りに対応している施設は24％で
あった。看取りに必要な条件は、「施設方針の明確
化」「看護職員の増員」「職員の死に関する知識・看
取りの経験」であった。
介護老人保健施設
における終末期ケア
に関する実態調査
看護職・介護職の認
識に焦点をあてて
終末期ケアの実態と
現状の課題を明ら
かにする
55施設の看護職・
介護職のリーダーを
対象に、終末期ケア
の状況などについて
質問紙調査を実施し
た。
終末期ケアに関する研修を受ける機会は、看護職
33.3％、介護職35.5％であった。職員全体で終末期
ケアのあり方について考える機会を作っているのは
全体の22.9％であった。看取り後のカンファレンスは
ほとんど行われていなかった。
1施設のスタッフを対
象に、施設で看取り
を行うことについて
質問紙調査を実施し
た。
施設で看取ることについては、賛成30％、条件付き
賛成40％、積極的に行いたくない30％であった。賛
成の条件は、体制とマニュアルの整備であった。行い
たくない理由は、自信がない、不安、医療的に不十
分、老健は在宅復帰施設である、個室が無い、で
あった。
高齢者ケア施設で
働く介護職員の看
取りの経験と意識に
関する調査
介護職員の看取り
経験の程度と、看取
りに対する意識を明
らかにする
232名の介護職を対
象に、看取り経験の
有無、看取りへの考
えなどについて質問
紙調査を実施した。
介護職の69.9％が看取りを経験していた。看取りの
経験前に感じる【不安感や恐怖感】への対応として、
不安の内容に応じて、ケア環境の整備、研修による
学習と訓練、未経験者が単独で看取りをしなくて済む
人員配置などが必要である。
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口摂取が不可能になった場合の栄養投与、身体ケ
アの方法、遺族ケアの方法であった。教育ニーズが
低い項目は、スピリチュアルケア（17）、点滴や輸液
などのカテーテル管理（15,17）であった。 
3）看取りの教育の実践（表 7） 
教育の実践者は、看護管理者（19,23、24）、看護職（18,23）、
緩和ケア病棟職員（18）、施設長（22）、研究者ら（20,21）
であった。教授方法は、5件が研修会・勉強会・学
習会を開催していた（18,20-22,24）。3 件は日々の業務
の中での教育を実践していた（19,23,24）。その他の教
授方法として、多職種カンファレンスの開催（18）や
事例の振り返り（24）があった。教育の実践者が看護
管理者である場合において（19,23,24）、教授方法は
日々の業務の中での実践が主な方法であった。 
教育の対象者は、介護職が最も多く挙げられて
いた（18,20-24）。また、看護職（20,22,24）、医師（18,23,24）、
リハビリテーション関連職（18,23,24）、栄養職（18,23,24）
は 3 件、支援相談員（18,24）は 2 件が教育対象者とし
て挙げていた。教育の実践者が看護管理者である
場合において（19,23,24）、教育の対象者は老健に勤務
する多様な職種であった。 
教育内容は、自然な看取り・施設での看取り（18,23）、
看取りの方針とガイドライン（22，24）、ターミナルと
は何か（22）、終末期の本人や家族への関わり方
（18,19,24）、コミュニケーションスキル（19）、疾患や症
状（19）、高齢者救急の特徴（21）、症状別のケア（17,19,20）、
死に向かう身体の変化やケア（19,23,24）、死後のケア
（23,24）、ケアマニュアル（24）、終末期の認知症ケア（20）、
輸液のルール（23）、リハビリテーションの継続（23）、
高齢者の観察点と状態の予測（23）、ケアの根拠（23）、
人生や死生観（20、24）であった。教育の効果として、
平川ら（20,21）は、研修会前後の死生観尺度得点を比
較していた。研修会前後の得点に変化がなかった
という報告（21）と、研修会後は死への関心が有意に
上昇していたという報告（20）があった。他の 5件に
おいて、客観的に教育効果を検証した文献はなか
った。主観的な教育効果の報告として、渡辺ら（22）
は、講義の参加者がさらに学ぶ機会を求めるとい
った、学びの刺激になった結果を示しており、小野
（24）は、スタッフが達成感を積み重ね、心の成長と
なったと述べていた。また、河本ら（18）は、職員が
家族の満足を実感したことで次の看取りへと繋が
ったと報告していた。 
 
Ⅴ．考察 
1．介護老人保健施設における看取りの教育の動向 
老健における看取りの教育に関する研究は、2004
年から継続的に進められていたが、17 件と少なく 
今後の蓄積が必要である。17 件中の 12 件は実態
調査であり、2件は実践報告、1件は看取り前後の
著者名
（発行年）
渡辺ら（15）
(2006)
平川ら（16）
(2008)
平川ら（17）
(2013)
老人保健施設看
護職者の教育
ニーズと教育プロ
グラムの検討
看護職の業務内容
の自己評価と教育
研修希望の両側面
のニーズに基づい
て看護職のための
教育プログラムを
検討する
看護職219名を対象
に、日常ケア業務へ
の自己評価と教育希
望について質問紙調
査を実施した。
研修希望が多い項目は、「認知症状への対応」「創傷・褥瘡ケ
ア」「最近の医療福祉に関する情報」「緊急時の対応・処置」「不
安・不穏・抑うつ症状など精神的側面の援助」「ケアプランの作
成」「感染予防」「高齢者の病態・疾患」「介護保険制度」「ターミ
ナルケア」であった。研究希望が少なかった項目は、カテーテル
管理などの「医療処置」や体位変換などの「看護技術」であった。
表6　看取りの教育ニーズの把握　　　　　　　                       　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　n=3
論文タイトル 研究目的 対象と方法 結果のなかで看取りの教育に関する記述
高齢者介護施設
における終末期
ケアの実施およ
び施設長向け教
育に関する課題
高齢者介護施設に
おける終末期ケア
の実施およびその
教育に関する課題
を施設長の意識か
ら明らかにする
高齢者介護施設214
施設の施設長を対象
に、終末期ケアに関し
て学習してみたい領
域について質問紙調
査を実施した。
対象者全員が学習したい項目は、「入所者の意思決定」「入所
者・家族とのコミュニケーション」「終末期認知症患者ケアの方法」
「死にゆく患者の心理過程」であった。「終末期に関する法的制
度」「疼痛など症状コントロール」「身体ケアの方法」「終末期に関
する国内外の現状」は対象者の9割程度が希望していた。「遺族
ケアの方法」「終末期に関する社会的諸問題への対応」「経口摂
取が不可能になった場合の栄養投与」は対象者の8割程度が希
望していた。
高齢者介護施設
の教育担当者か
ら見た終末期ケ
アに関する教育
ニーズ
終末期ケアに関す
る教育ニーズを施
設の教育担当者の
視点から明らかに
する
5県の高齢者介護施
設4169施設の介護
教育担当者を対象
に、終末期ケアに関
する教育について質
問紙調査を実施し
た。
教育ニーズが高い項目は、「認知症周辺症状への対処法」「認知
症の緩和ケア」「認知症の家族ケア」「終末期のコミュニケーショ
ン」「終末期のケア・アセスメント法」「認知症の経過と予後」「高
齢者の緩和ケアの原則と考え方」「認知症の種類と原因」「入所
者本人への寄り添い・ケア」「急変時の救急対応」であった。教育
ニーズが低い項目は、「スピリチュアルケア」「点滴/輸液」であっ
た。
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介護職の認識の変化を質的に記述していた。2009
年に看取りの研修を開催し、客観的評価指標とし
て研修前後の死生観の変化を測定していた 2 件が
あるものの、看取りに関する教育の研究は発展途
上であるといえよう。 
研究目的は、職員の役割が最多であった。老健が
看取りという新たな役割を担うことによって、職
員の役割も変化せざるを得ない状況が読み取れる。
40％の職員が看取りを積極的に行いたくない（13）に
も関わらず、介護職の約 7 割が施設での看取りを
経験していた（11）。看取りを担う職員の認識と、看
取りが推進されている現状に乖離がある現状を鑑
みると、今後も職員の役割を模索しつづけなけれ
ばならないであろう。加えて、老健の看取りは「終
著者名
（発行年）
河本ら（18）
(2005)
Hirakawaら（19）
（2007b）
平川ら（20）
（2009a）
平川ら（21）
（2009b）
渡辺ら（22）
(2009)
清水ら（23）
(2012)
小野（24）
(2015)
介護老人保健施設に
おける看取りへの取り
組み－自然な看取りを
考える－
今後の老健での
看取りについて考
える
看護職と介護職を対
象に、看取りに関す
る勉強会とカンファ
レンスを実施した。
緩和ケア病棟の職員および看護職から介護職、支援
相談員、栄養士、理学療法士、医師へ、勉強会およ
び多職種カンファレンスを通して、自然な看取りとは・
終末期の利用者及び家族への日常生活の中での関
わり方について伝えられた。結果として、自然な形の
看取りが家族の満足に繫がるという事を学び、次の
看取りへと繫がった。
表7　看取りの教育の実践　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                        　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　n=7
論文タイトル 研究目的 対象と方法 結果のなかで看取りの教育に関する記述
老人保健施設におい
て終末期介護を改善
するための非医療的
緩和ケアと教育　看護
師長に対する全国的
質問紙調査（英語）
非医療的緩和ケ
アと職員教育の
状況を明らかにす
る
2876名の看護師長
を対象に、施設の方
針に対する職員の
認識、職員教育など
について質問紙調
査を実施した。
看取りに対する方針が積極的な施設の看護師長は、
約75％が看取りに関する職員教育を行っていた。教
育内容は、身体的ケア、家族の精神的サポート、疾
患と症状、コミュニケーションスキル、高齢者本人の
精神的サポート、意思決定などであった。
高齢者ケアに関わる職
員を対象とした絵本を
用いた死の教育の効
果
看護・介護職員
向け死の教育を
目的としたグルー
プ学習会を開催
し、その効果を検
証する
看護職と介護職を対
象に、グループ学習
会を開催した。学習
会前後の死生観を
測定した。
研究者チームから看護職、介護職などへ、学習会で
のグループワーク、学習会での死生観を養う意義の
伝達を通して、老化・死について伝えられた。結果とし
て、死生観尺度の「死への関心」が有意に上昇した。
統計学的有意差はなかったが、「人生における目的
意識」の得点も上昇した。
介護老人保健施設の
介護職員を対象とした
終末期ケア教育の効
果
高齢者介護施設
における終末期
ケア教育のあり方
を検討する
介護職を対象に、連
続講義を実施した。
連続講義前後の終
末期ケアの意識や
死生観を測定した。
研究者チームから介護職員へ、1回2時間、全7回の
連続講義を通して、高齢者救急の特徴、終末期の認
知症ケア、高齢者の終末期ケアなどについて伝えら
れた。結果として、終末期ケアにやりがいを感じる、本
人や家族の希望があれば終末期ケアを提供したい、
の項目が有意に上昇した。死生観尺度は変化がな
かった。
介護老人保健施設の
『看取り』～老健におけ
る『ターミナルケア』の
体制づくり～
老健の看取りに
ついて検討する
看護職、介護職を対
象に、勉強会を開催
した。勉強会前後の
看取りに対する意識
調査を実施した。
施設長から看護職、介護職へ、講義を通して、ターミ
ナルとはなにか・どのタイミングでターミナルと捉える
か・看取りの方針とガイドラインが伝えられた。結果と
して、家族や本人と話し合いの必要がある、ターミナ
ルケアの方針が理解できた、マニュアルがほしい、
ターミナルケアを学ぶ機会がほしい、などの意見が
あった。
介護老人保健施設の
終末期ケアにおける看
護管理者の役割－終
末期ケアへの認識、取
り組みおよび困難感を
解決するための工夫
の分析から－
終末期ケアにお
ける看護管理者
の役割を抽出す
る
看護管理者と看護
師を対象に、終末期
ケアへの認識や取り
組みなどについて半
構成的面接を実施し
た。
看護管理者および看護職から、栄養士、医師、リハ
職、介護職へ、日々の業務を通じて、嚥下機能の評
価・輸液に関するルール・施設での終末期ケアの理
解・死のプロセスと身体機能の変化・ケアの根拠・高
齢者の観察点と状態の予測・関節可動域訓練の継
続・死後の処置が伝えられた。
介護老人保健施設の
看取りにおける看護管
理者の実践内容
看取りにおける看
護管理者の実践
内容を明らかにす
る
看護管理者39名を
対象に、看取りにお
けるケア実践内容に
ついて質問紙調査
を実施した。
看護管理者からスタッフへ、研修会や日々の業務お
よび事例の振り返りを通じて、看取りの方針やケアマ
ニュアル・死に向かう身体の変化・起こる症状とそれ
に対するケア・家族への配慮・死生観・人生につい
て・死後のケアなどが伝えられた。結果として、スタッ
フが達成感を積み重ね、心の成長となった。看取り後
のカンファレンスの実施は半数に満たなかった。
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末期にふさわしい最善の医療、看護、介護、リハビ
リテーション等を行う」ため、専門職間における役
割の調整が必須であることも職員の役割が検討し
続けられる要因であると考える。今回の研究対象
者は半数が看護職であった。為家ら（25）は、老健の
看護職は一般病院での看取り経験を踏まえ、医療
の見極めや施設ならではの温もりのある環境に充
実感や達成感を感じていると報告している。看護
職は介護職やリハ職などの他職種よりも看取りの
経験を有し、老健ならではの看取りを牽引する役
割を期待されているがゆえに、研究の対象として
着目されたと推察される。今後は、看護職以外の職
種においても老健の看取りにおいて担う役割の検
討が必要であろう。 
2．看取りの教育の現状と課題 
老健における看取りの教育体制は、看取りに積極
的な施設であるか否かに依存することが示された。
施設の方針や体制は、研修会への参加など、教育を
受ける機会に多寡を生じさせる。加えて、施設の体
制は、最期を過ごす場所に関する本人の意向の把
握にも影響を及ぼしていた。本人や家族の意向は、
入所期間が長期化するほど確認されていた（8）。こ
れは、長期入所者の身体状態および認知状態が重
度化し、看取りを視野に入れざるを得ない状態に
陥っている可能性が考えられる。入所者の身体状
態や認知状態の悪化は、本人の意思表示を困難に
する。牛田ら（9）の調査において、最期の場所の意
思決定者は「本人」が最も少なかった。この結果は
本人への意思確認が困難な情況の裏付けとなるで
あろう。本人や家族が「最期まで老健で過ごした
い」という意向は職員が看取りを実践する動機付
けになる（13、23）。施設が看取りに対して積極的にな
ることは、教育の機会の担保と同時に、職員の看取
りに対する前向きな態度を涵養し得る可能性があ
ると考える。 
看取り教育のニーズは、認知症のケアおよび精神
的側面の援助が最も高かった。清水（26）は、認知症
がある場合の看取りは、家族の意向が優先されが
ちなことに対する倫理的ジレンマがあり、カンフ
ァレンスでのディスカッションなど職場での組織
的な対応が必要であろうと述べている。しかし、実
際に行われている教育内容は、施設方針やガイド
ラインの説明、身体ケアや観察点、社会の動向、ケ
アプランなどであり、教育ニーズが高い項目との
齟齬がみられた。対象文献の主な教授方法は研修
会や勉強会であり、決められた時間内で伝達が可
能な内容が主題となっていると考えられる。認知
症のケアおよび精神的側面への援助は個別性が高
く、職員間での情報共有などによる対象者理解が
必要である。カンファレンスでのディスカッショ
ンの有用性は認識している（18）が、カンファレンス
はほとんど開催されていなかった（12、24）。認知症高
齢者は今後の増加が推測されている。意思確認の
困難さなど倫理的課題を含む認知症の終末期に関
する教育が大きな課題であろう。 
看護管理者は、日々の業務の中で医師には輸液の
ルール作り、リハ職にはリハビリテーションの継
続、栄養士には嚥下機能の評価など、相手の職種に
合わせたタイムリーな関わりを実践していた。坪
井ら（27）は、看護学生にとって身近に感じられる若
手看護師を講師に起用したことで学習効果が高ま
ったと報告している。看護管理者は職員にとって
身近な存在であり、かつ看取りの知識や技術を教
授する存在として、老健の看取り教育の中核を担
っていると言える。教育プログラム構築の際は看
護管理者に倣い、参加者の共感が得られる内容を
タイムリーに実施する必要があろう。 
今回の文献において、主な教育対象者は看護職お
よび介護職であった。他の職種がどのように老健
の看取りに関わっているのかはほとんど述べられ
ておらず、多職種で支える看取りの実現はまだ遠
い現状であると言える。しかし、老健から他のフィ
ールドに視点を移すと、それぞれの専門職が看取
りに取り組み始めていることが分かる。在宅の終
末期患者へのリハビリテーションにおいて、中村
（28）は最期まで全身リラクゼーションなどのリハ
ビリテーションを実施し、終末期リハビリテーシ
ョンについて、「リハビリが人間らしく生きる権利
の回復を目指すならば、最後まで人間らしくある
ように手助けをすることはリハビリの思想である」
と終末期リハビリテーションの意義を述べている。
また、介護福祉士教育においては、2009 年に「社
会福祉士及び介護福祉士法の一部を改正する法律」
が制定され、介護福祉士養成教育課程に終末期の
介護が明確に位置づけられた。小堰（29）は、終末期
の介護で教授される内容は、教授者の看取りに対
する関心の高さに左右される可能性を指摘してい
るが、介護福祉士養成課程の看取りの教育は端緒
が開かれたといえよう。今後は、それぞれの専門職
が看取りを担える力量を有し、老健ならではの多
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職種の力量を統合した看取りの実現が望まれる。
そのためにも、リハ職をはじめ栄養士、相談員、な
ど各専門職に対する現任教育のみならず、養成課
程における看取りの教育が必要であろう。今回の
対象文献のなかで、教育の客観的な効果測定は死
生観を用いた 2件のみであった（20,21）。今後、老健
の看取りの教育に関する研究を発展させるために
は、教育の効果を客観的かつ適切に評価すること
が必要不可欠であると考える。本研究の限界とし
て、国内向けの文献のみを対象としたため、国外向
けにわが国の現状を発表した文献は含まれていな
いことが挙げられる。また、老健の看取りの教育
は、認知症、多職種連携、コミュニケーションなど
の側面から研究されている可能性があり、それぞ
れをキーワードとして設定することで新たな知見
が得られる可能性がある。 
 
Ⅶ．結論 
老健における看取りの教育に関する研究は、2004
年から継続的に行われていたが件数は 17 件であ
った。研究内容は実態調査が12件で最多であった。
職員の役割を検討した文献が 6 件で最も多く、そ
のうち半数は看護職の役割を検討していた。老健
における看取りの教育体制は、施設の看取りに対
する積極性に依存することが示された。看取り教
育のニーズは、認知症のケアおよび精神的側面の
援助が最も高かった。看護管理者は、相手の職種に
合わせたタイムリーな関わりを実践しており、老
健の看取り教育の中核を担っていると考えられた。 
今後の課題として、認知症の終末期に関する教育
の構築、および客観的かつ適切な教育の評価が考
えられた。 
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